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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 31,944 12.0 3,873 32.5 3,714 33.8 2,125 47.6
24年3月期 28,513 4.2 2,923 46.2 2,776 52.7 1,439 151.2

（注）包括利益 25年3月期 2,397百万円 （41.2％） 24年3月期 1,698百万円 （111.5％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 51.77 51.75 18.8 10.7 12.1
24年3月期 34.62 ― 15.0 8.6 10.3

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  15百万円 24年3月期  10百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 35,488 12,408 34.9 302.28
24年3月期 33,790 10,230 30.3 248.92

（参考） 自己資本   25年3月期  12,399百万円 24年3月期  10,223百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 1,912 △1,422 △713 6,375
24年3月期 1,753 △227 63 6,598

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 207 14.4 2.2
25年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 413 19.3 3.6
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 18.7

3. 平成26年3月期の連結業績予想（平成25年4月1日～平成26年3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 16,200 △2.5 1,950 △15.9 1,850 △17.7 1,050 △21.9 25.58
通期 32,800 2.7 4,000 3.3 3,800 2.3 2,200 3.5 53.59



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

当連結会計年度より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合」に該当しております。 
詳細は、【添付資料】P.18「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) 詳細は、【添付資料】P.40「1株当たり情報」をご覧ください。  

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 42,614,205 株 24年3月期 42,614,205 株
② 期末自己株式数 25年3月期 1,593,812 株 24年3月期 1,541,997 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 41,055,472 株 24年3月期 41,585,365 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 27,986 7.2 2,132 26.6 2,054 27.6 1,227 51.6
24年3月期 26,102 3.4 1,684 39.2 1,609 47.5 809 165.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 29.64 29.63
24年3月期 19.31 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 31,188 10,189 32.6 245.94
24年3月期 30,475 8,904 29.2 214.89

（参考） 自己資本 25年3月期  10,180百万円 24年3月期  8,896百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際
の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記業績予想に関する事項は、【添付資料】P.5「次事業年度の見通し」をご覧ください。  
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  (２) 損益計算書 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．44 

  (３) 株主資本等変動計算書 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．46 

(４) 個別財務諸表に関する注記事項 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．48 

     [継続企業の前提に関する注記] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．48 

[重要な会計方針]．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．48 

[貸借対照表関係] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．50 

[損益計算書関係] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．51 

[株主資本等変動計算書関係] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．51 

[リース取引関係] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．52 
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[有価証券関係] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．53 

[税効果会計関係] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．54 

[１株当たり情報] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．55 

[重要な後発事象] ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．55 

６．役員の異動 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．56 

(１) 代表者の異動 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．56 

  (２) その他の役員の異動 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．56 
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１．経営成績 
 
(１) 経営成績に関する分析 

わが国の経済は、国内では東日本大震災からの復興という大きな課題に取り組む傍ら、欧州ソブリ

ンリスクに端を発した急激な円高の進行や世界経済見通しの後退等、マクロ経済環境への対応も迫ら

れており、先行きの不透明感が払しょくできない状況が続いておりました。このような中で、平成 24

年 12 月に第 2次安倍内閣が誕生し、アベノミクスによる円高是正、デフレ脱却に対する期待感が高ま

りつつあります。 

医薬品業界におきましては、政府による社会保障財政支出抑制への取り組みの一環として、ジェネ

リック医薬品の更なる使用促進に向けた環境整備が進められました。 

このような環境下で、当社グループは、｢信頼できるジェネリック医薬品」の普及に貢献するべく、

新薬メーカーとして培ってきた「安心と安全」をベースとして、ジェネリック医薬品の高品質維持と、

生産性及び効率性の向上への取り組みを、より一層推し進めてまいりました。 

 

①【医薬品事業】 

(イ)医療用医薬品 

当社グループは、ジェネリック医薬品とアルカリ化療法剤「ウラリット-U 配合散・配合錠」の

普及を医薬品事業における 2本の柱としております。 

ジェネリック医薬品につきましては、当期は 9成分 19 品目の新規上市を行い、兼業メーカー（ジ

ェネリック医薬品を扱う新薬メーカー）としてトップクラスの品揃えを擁しております。更に、ジ

ェネリック医薬品の需要拡大やそれに伴う情報提供活動に十分対応できるよう、体制強化に取り組

むとともに、流通卸・保険薬局チェーンとの更なる連携強化を進め、安定供給体制の拡充を図って

まいりました。 

もう一方の柱であるウラリットにつきましては、高尿酸血症領域の活性化を図るとともに酸性尿

改善の意義についての普及活動を継続しております。 

その結果、ジェネリック医薬品の売上高は前期比 19.8％、受託製造売上を含めたジェネリック

医薬品事業全体では 20.5％の増収となりました。一方で、ウラリットをはじめとする主力 3品の売

上高は市場競争の激化などにより前期比16.5％の減収となり、医療用医薬品全体では前期比11.6％

の増収となりました。 

なお、医療用医薬品の売上高(連結)比率を薬効別にみますと、循環器官用及び呼吸器官用薬

29.2％、ウラリット等の代謝性医薬品21.0％、消化器官用薬16.7％、神経系及び感覚器官用薬13.5％、

病原生物用薬 9.3％、腫瘍用薬 1.9％、その他の医薬品 8.4％となっています。 

次に研究開発ですが、ジェネリック医薬品の研究開発では、開発の迅速化・効率化を図るべく、

自社開発体制を強化するとともに、当社子会社の日本薬品工業株式会社並びにその他ジェネリック

医薬品専業メーカーとの共同開発にも積極的に取り組み、品揃えの強化を図っております。 

新薬の研究開発では、探索研究に重点を置き、その成果を早期段階で導出することで、開発上の

リスクを軽減しつつ効率的に開発を進めており、｢NC-2400」(PPARδアゴニスト：脂質代謝改善薬）

を欧州の開発ベンチャー企業であるセレニス社に導出済みです。 

また、当期におきましては、「NC-2500」(キサンチンオキシドリダクターゼ阻害薬：尿酸降下薬）

のフェーズⅠ試験を終了し、現在データの解析を行っております。この「NC-2500」は、当社の 3

つのミッションの 1つである高尿酸血症の治療薬として開発を進めております。 

海外展開に関しましては、韓国での鎮痛・消炎剤「ソレトン錠｣、高血圧症治療剤「カルバン錠」

の販売が引き続き堅調に推移しております。また、タイへの「ウラリット錠」の輸出を開始し、他

のアセアン諸国についても輸出の可能性を追求しております。 
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(ロ)臨床検査薬 

自社開発のアレルギー検査薬「オリトン IgE『ケミファ』」の売上高は、一般病院における検査

外注化の影響により前期を下回りましたが、主力であるヘモグロビン A1c 検査薬の売上高は、競争

が激化している中、糖尿病診断基準に盛り込まれたことで前期を上回りました。 

その結果、臨床検査薬全体の売上高は前期を若干上回りました。 

 

以上の結果、医薬品事業全体の売上高は、「ソレトン錠 80」他の主力品の減収と平成 24年 4月の薬

価改定による影響はあったものの、ジェネリック医薬品で外部導出売上の増収に加え、昨年の新発売

品の寄与及び近年上市した「ラベプラゾールナトリウム錠『ケミファ』」、「ドネペジル塩酸塩錠『ケミ

ファ』」等の伸長などにより、30,864 百万円（前期比 13.0％増）となりました。営業利益は増収効果

に加え、販売費及び一般管理費の伸び率が売上高の増収率を大きく下回ったことなどにより、3,947

百万円（前期比 39.2％増）となりました。 

 

②【その他】 

受託試験事業、ヘルスケア事業及び不動産賃貸事業である「その他」の事業では、市場の縮小に伴

う受託試験事業の受注の減少などにより、売上高は 1,079 百万円（前期比 9.2％減）となりました。

営業利益は主に受託試験事業における売上高減収と受注単価の低下などにより、73 百万円の損失（前

期は営業利益 87 百万円）となりました。 

 

以上の結果、各セグメントを通算した業績は当期の連結売上高が 31,944百万円（前期比 12.0％増）、

連結営業利益が 3,873 百万円（前期比 32.5％増）、連結経常利益が 3,714 百万円（前期比 33.8％増）、

当期純利益が 2,125 百万円（前期比 47.6％増）となりました｡ 

 

 

 

セグメント実績 (単位：百万円) 

セグメントの名称 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

売 上 高 営 業 利 益 

金 額 
対前期 
増減額 

増減率 金 額 
対前期 
増減額 

増減率 

医 薬 品 事 業 30,864 3,539 13.0 3,947 1,111 39.2

そ の 他 1,079 △ 108 △ 9.2 △ 73  △ 160 － 

(注) 売上高はセグメント間の内部売上高を相殺しております。 
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(次事業年度の見通し) 
 

新薬創出・適応外薬解消等促進加算の試行的導入に伴い、長期収載品（特許が切れた先発医薬品）の

薬価引き下げが実施される一方、ジェネリック医薬品については平成 24 年度の診療報酬改定におきまし

ても促進策が盛り込まれ、さらに将来に向けたロードマップが示される等、今後も継続的な市場拡大が

期待されます。一方で、外資系メーカーや大手新薬メーカー等が相次ぎジェネリック医薬品事業に参入

し、市場競争は激化しております。 

このような事業環境において、当社グループでは、平成 24 年 4 月より新たな中期経営計画「Go Forward 

-その先へ-」をスタートいたしました。この新中期経営計画におきまして、引き続き当社グループの 3

つのミッションと位置付ける、ⅰ)ジェネリック医薬品市場におけるプレゼンスの確立、ⅱ)ウラリット

を核として高尿酸血症領域でのフロントランナーを目指すこと、ⅲ)自社開発創薬による業容拡大への更

なる取り組み強化を図ってまいります。 

その中で、最優先経営課題として位置付けるジェネリック医薬品事業において、新薬メーカーとして

いち早くジェネリック医薬品事業に参入し、兼業メーカー有数の品揃えと売上を有する当社グループの

アドバンテージを維持し、ジェネリック医薬品市場におけるプレゼンスを確立するためには、引き続き

ジェネリック医薬品の開発、製造、販売にわたるサプライチェーン全体を強化し、高品質で経済性の高

い製品を提供することが不可欠であると考えております。かかる方針のもと、平成 22 年 10 月に実施し

たグループ製造機能の集約に続き、日本薬品工業株式会社つくば工場での新製造棟建設や海外製造の検

討を進める等、同事業の更なる効率化、高品質化を推進してまいります。 

営業面では、平成 25 年度も新規追補品の上市を予定しており、流通卸・保険薬局チェーンとの連携を

図りながら、より一層の安定供給の確保を図ってまいります。また、従来よりも更に重点得意先に注力

することを企図して、得意先ニーズを踏まえた営業戦略の再構築を実行し、DPC対象病院への取り組みを

強化するとともに、周辺の保険薬局や診療所へのジェネリック医薬品の波及を図ります。 

ウラリットに関しましては、高尿酸血症領域と腎疾患領域の活性化に伴って、これを販売実績の拡大

に結び付けるべく、効率的な普及活動に取り組んでまいります。 

ジェネリック医薬品の基礎開発では、引き続き自社開発品を中心とした品揃えを進めてまいります。 

また、新薬の研究開発では、｢NC-2500」の開発推進と早期導出を目指すとともに、欧州の開発ベンチ

ャー企業に導出済みの「NC-2400」に続く新たな品目の導出を推進してまいります。 

海外展開に関しましては、韓国に続いて、中国、アセアン諸国を中心にアジア各国への展開を更に進

めてまいります。 

これらに加えて、今後とも全事業分野において経営の合理化・効率化を徹底し、安定した売上高の利

益を確保することにより、市場のご期待に応えられる企業を目指して一層の経営努力を図ってまいる所

存です。 

 

 

以上により平成 26 年 3 月期連結会計年度については、売上高 32,800 百万円（前期比 2.7％増）、営業

利益 4,000 百万円（同 3.3％増）、経常利益 3,800 百万円（同 2.3％増）、当期純利益 2,200 百万円（同

3.5％増）の見込みであります。 
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(２) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産 

流動資産は前連結会計年度末に比べて 5.3％増加し、21,655 百万円となりました。これは、主に

信託受益権等の現金化留保により、受取手形及び売掛金が 1,223 百万円増加したことなどによるもの

です。（なお、現金及び預金の詳しい内容につきましては 16 ページの連結キャッシュ・フロー計算書

をご参照ください。） 

固定資産は前連結会計年度末に比べ 4.6％増加し、13,824 百万円となりました。これは、投資有

価証券の取得並びにその含み益の増加などによります。 

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて 5.0％増加し、35,488 百万円となりました。 

(ロ)負債 

流動負債は前連結会計年度末に比べて 0.7％減少し、12,785 百万円となりました。これは未払消

費税等や未払法人税等が増加したものの、支払手形及び買掛金が 11.8％減少し、4,393 百万円となっ

たことなどによります。 

固定負債は前連結会計年度末に比べて 3.7％減少し、10,295 百万円となりました。これは、主に

社債の償還 370 百万円などによります。 

(ハ)純資産 

純資産合計は前連結会計年度末に比べて 21.3％増加し、12,408 百万円となりました。これは当期

純利益を 2,125 百万円計上したことなどによるものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、営業活動により 1,912 百万円増加いた

しました。また投資活動においては 1,422 百万円の減少、財務活動においては 713 百万円の減少となり

ました。 

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は 6,375 百万円（前年

同期比 3.4％減）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、営業活動による資金は売上債権の増加及び法人税等の支払があったもの

の、税金等調整前当期純利益により、1,912 百万円の増加（前連結会計年度は 1,753 百万円の増加）

となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、投資活動による資金は主に固定資産及び投資有価証券の取得により、

1,422 百万円の減少（前連結会計年度は 227 百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、財務活動による資金は長期借入れがあったものの、長期借入金の返済及

び社債の償還があり、713 百万円の減少（前連結会計年度は 63 百万円の増加）となりました。 
 
③ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 21年3月期 22年3月期 23年3月期 24年3月期 25年3月期

自己資本比率 27.7％ 23.9％ 29.1％ 30.3％ 34.9％

時価ベースの自己資本比率 44.3％ 33.5％ 36.2％ 55.4％ 71.0％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 － 4.7年 3.0年 3.8年 3.2年

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 10.5 15.6 14.0 18.3 

自己資本比率：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 
1. いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
2. 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
3. キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フロー(利息の支払額及び法人税等の支払額控除前)を使用してお

ります。 
4. 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 
5. 21 年 3 月期におけるキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業

キャッシュ・フロー(利息の支払額及び法人税等の支払額控除前)がマイナスのため記載しておりません。 
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(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けており、今後予想さ

れる業界の競争激化に備え、経営全般の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、

安定的な配当を行うことを基本としております。 

内部留保につきましては、主に研究開発、生産設備の増強等、事業活動の拡大並びに経営基盤の強化

に活用してまいります。 

この方針のもと、当期の配当につきましては 1 株当たり 8 円を予定しておりましたが、平成 25 年 3

月期の業績等を勘案し、1株当たり 2円増配し、10円を予定しております。 

また次期の配当につきましては、1株当たり期末配当金 10 円を予定しております。 

 

(４) 事業等のリスク 

当社及び当社グループの事業に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

（法規制等に関するリスク） 

当社グループの事業は、主に薬事法関連法規等に服しており、それら規制に基づく製品の回収や製 

造あるいは販売中止等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、医療政策及び保険制度 

の動向により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（医薬品の副作用・品質に関するリスク） 

市販後の予期せぬ副作用の発生、製品に不純物が混入する等の事故により、製品の回収又は製造、

あるいは販売中止を余儀なくされる可能性があります。その場合、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（原材料・商品の仕入に関するリスク） 

仕入先会社及び製造国において、規制上の問題又は火災、地震その他の災害及び輸送途中の事故等

により、原材料及び商品の仕入が不可能となった場合、製品の製造及び供給が停止し、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（製造の遅滞又は休止に関するリスク） 

技術的もしくは規制上の問題、又は火災、地震その他の災害により、製品を製造する製造施設にお

いて操業停止又は混乱が発生した場合、当該製品の供給が停止し、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（医薬品の研究開発に関するリスク） 

研究開発が計画どおり進行せず、新製品の発売が遅れる可能性があります。また、臨床試験で新薬

の候補品が期待どおりの効果を得られなかった場合や、安全性が危惧される結果となった場合、開発

期間の延長、開発の中断あるいは中止する場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

（訴訟等に関するリスク） 

当社グループが継続して事業活動を行う過程において、製造物責任、環境、労務、その他の事項に

関する訴訟を提起され、又は、当社グループは新薬に加え、ジェネリック医薬品を販売していること

から、先発医薬品メーカーから特許訴訟を提起される可能性があります。 

（金融市況に関するリスク） 

株式市況の低迷により保有する株式の売却損や評価損が生じ、また、金利動向により退職給付債務

の増加等が生じる可能性があります。 

日本ケミファ㈱（4539）平成25年3月期 決算短信

7



 

 
 

 

２.企業集団の状況 
 

当社グループは、当社と連結子会社 3社及び関連会社 1社の 5社で構成されており、医療用医薬品を

中核として、医療・健康・美容関連事業を行っております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社グループを構成している各社の事業に係る位置付け

の概要及びセグメントとの関係は次のとおりであり、セグメントと同一の区分であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製品の販売及び 
受託サービスの提供 

製
品
の
販
売 

製品の販売 

医薬品事業 

 
【医療用医薬品関連】 

○日本薬品工業㈱ 
※ジャパンソファルシム㈱          

当 社     

○ 連結子会社 
※持分法適用関連会社 

原料・製品
の供給 

その他の取引 

その他 

【健康・美容関連】 
○シャプロ㈱ 
（休眠会社） 

得 意 先           

【安全性試験の受託等】 
○㈱化合物安全性研究所

ヘルスケア

不動産賃貸 
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３．経営方針 

(１) 経営の基本方針 

当社グループは「医療・福祉・健康関連分野で、医薬品を中核としたトータルヘルスケアを提案し、

人々の健康で豊かな生活に貢献する」ことを経営理念とし、国内外において存在価値のある企業グルー

プとして発展することを目指しております。 

 

(２) 中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

平成 25 年 4月に厚生労働省から後発医薬品の更なる使用促進のためのロードマップが公表され、後

発医薬品の数量シェアを平成 30年 3月までに 60％以上とする目標とその実現に向けた取り組みが示さ

れたことから、平成 25 年度以降も引き続き市場は拡大すると思われます。 

かかる状況のもと、当社グループは中期経営計画「Go Forward -その先へ-」2年目に当たり、ⅰ)ジ

ェネリック医薬品市場におけるプレゼンスの確立、ⅱ)ウラリットを核として高尿酸血症領域でフロン

トランナーを目指す、ⅲ)自社開発創薬による業容拡大への更なる取り組み強化を図るという 3 つのミ

ッションを着実に進展させてまいります。特に第 1のミッションであるジェネリック医薬品については、

原薬コストを含めたサプライチェーン全体にわたるコスト競争力の強化を図ることとし、設備投資につ

いては、将来のコスト削減のための戦略的投資として日本薬品工業株式会社のつくば工場 3号棟の建設

に着手するとともに、海外での製造委託の取り組みを推進してまいります。 

一方で営業環境につきましては、製薬協コード・オブ・プラクティス施行等への対応を求められてい

ることに加えて、ジェネリック市場への新薬大手メーカー参入でシェア獲得競争が激しくなってきてお

ります。これに対応して医薬営業部門は重点・育成得意先に対して処方元・薬局をクラスタ単位でMR

活動を行うことで、情報提供力№1メーカーの評価を頂けるよう活動してまいります。 

なお、当社グループは以下の項目を経営課題として取り組むことで、当社独自の競争優位性を現実の

ものとし、企業価値の最大化を目指しております。 
 

① ジェネリック医薬品の成長戦略の定着と更なる推進 

重点・育成得意先に対しての訪問とニーズに合った的確な情報をスピーディに提供することで

情報提供力№1メーカーを目指します。これにより、重点・育成先へ訪問集中することで採用品目

数アップと営業コスト低減を図ります。 

② ジェネリック医薬品の開発戦略 

開発プロセスの再構築により、タイムリーに開発品目を上市できる体制を整えてまいります。

また開発体制の強化として、他社との緩やかな開発提携の更なる推進により開発のスピードアッ

プと効率化を追求してまいります。さらに、当社主導の共同開発を推進することで原価や開発費

等のコストの低減に取り組み、グループ利益の最大化を図ります。 

③ ウラリットに対する施策 

高尿酸血症領域及び腎疾患領域の活性化を図り、その成果をもって処方の拡大を目指します。 

④ 創薬研究、開発及び海外戦略 

常時 5品目導出できる創薬ベンチャー型研究開発体制を構築するため、海外創薬CROへのアウト

ソーシング及び公的資金を最大限に活用し、研究のスピードアップと効率化を図るとともに、効

果的な基礎データ取りや戦略的特許取得で開発の早期化を目指します。 

⑤ 臨床検査薬事業部の事業戦略の推進 

アレルギー特異IgE測定装置「DiaPack3000」の新規施設への拡販と医療機器向けCEマーク取得

による海外販売体制の構築、アレルギー検査薬「オリトンIgE『ケミファ』」の新規項目製品の発

売、並びに「HbA1c分析計」の売上の維持・拡大を図ります。 

⑥ 原材料、製商品の安定供給と原価低減 

ジェネリック医薬品の販売量増加に対応し、原材料、仕入商品の安定供給を確保するとともに、

原価低減を図ります。そのために営業部門、グループ会社及び共同開発会社との情報交換を密に

行い、欠品、品薄防止を図るとともに適正在庫の維持に努めます。さらに製商品、資材等の廃棄

を削減します。 
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４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,677 6,483

受取手形及び売掛金 9,067 10,291

商品及び製品 2,766 2,900

仕掛品 685 516

原材料及び貯蔵品 595 577

繰延税金資産 656 688

その他 111 197

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 20,561 21,655

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 11,235 11,519

減価償却累計額 △8,013 △8,299

建物及び構築物（純額） 3,221 3,220

機械装置及び運搬具 4,073 4,252

減価償却累計額 △3,326 △3,346

機械装置及び運搬具（純額） 746 906

工具、器具及び備品 1,657 1,662

減価償却累計額 △1,472 △1,440

工具、器具及び備品（純額） 185 221

土地 5,550 5,549

リース資産 632 709

減価償却累計額 △193 △292

リース資産（純額） 439 416

建設仮勘定 － 59

有形固定資産合計 10,143 10,374

無形固定資産

のれん 519 345

リース資産 101 73

ソフトウエア 21 12

電話加入権 20 20

無形固定資産合計 662 451

投資その他の資産

投資有価証券 938 1,645

長期貸付金 7 6

長期前払費用 14 11

敷金及び保証金 104 108

繰延税金資産 310 274

その他 1,098 1,012

貸倒引当金 △64 △60

投資その他の資産合計 2,410 2,998

固定資産合計 13,215 13,824

繰延資産

社債発行費 14 8

繰延資産合計 14 8

資産合計 33,790 35,488
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,981 4,393

短期借入金 540 580

1年内償還予定の社債 370 370

1年内返済予定の長期借入金 2,880 2,944

リース債務 136 144

未払金 45 92

未払法人税等 832 970

未払消費税等 77 221

未払費用 2,170 2,255

預り金 91 101

返品調整引当金 4 5

販売促進引当金 315 351

その他 425 353

流動負債合計 12,871 12,785

固定負債

社債 735 365

長期借入金 7,042 6,971

リース債務 436 377

退職給付引当金 783 851

役員退職慰労引当金 289 328

受入敷金保証金 9 9

再評価に係る繰延税金負債 1,391 1,391

固定負債合計 10,688 10,295

負債合計 23,560 23,080

純資産の部

株主資本

資本金 4,304 4,304

資本剰余金 1,297 1,297

利益剰余金 2,835 4,525

自己株式 △470 △485

株主資本合計 7,966 9,642

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 26 299

土地再評価差額金 2,230 2,458

その他の包括利益累計額合計 2,257 2,757

新株予約権 7 9

純資産合計 10,230 12,408

負債純資産合計 33,790 35,488
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
  連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

売上高 28,513 31,944

売上原価 12,872 14,921

売上総利益 15,641 17,022

返品調整引当金繰入額 － 1

返品調整引当金戻入額 0 －

差引売上総利益 15,642 17,021

販売費及び一般管理費 12,718 13,147

営業利益 2,923 3,873

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 26 24

固定資産賃貸料 17 17

持分法による投資利益 10 15

補助金収入 43 17

保険配当金 12 11

その他 26 20

営業外収益合計 138 108

営業外費用

支払利息 205 179

手形売却損 15 13

支払手数料 28 51

その他 37 23

営業外費用合計 285 268

経常利益 2,776 3,714

特別利益

受取保険金 64 －

特別利益合計 64 －

特別損失

減損損失 － 95

固定資産除却損 70 16

その他の投資評価損 8 －

貸倒引当金繰入額 22 －

災害による損失 40 －

特別損失合計 141 112

税金等調整前当期純利益 2,698 3,602

法人税、住民税及び事業税 1,234 1,539

法人税等調整額 24 △62

法人税等合計 1,259 1,476

少数株主損益調整前当期純利益 1,439 2,125

少数株主利益 0 －

当期純利益 1,439 2,125
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  連結包括利益計算書
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,439 2,125

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 61 272

土地再評価差額金 197 －

その他の包括利益合計 258 272

包括利益 1,698 2,397

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,698 2,397

少数株主に係る包括利益 0 －
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（３）連結株主資本等変動計算書
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,304 4,304

当期末残高 4,304 4,304

資本剰余金

当期首残高 1,297 1,297

当期変動額

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 1,297 1,297

利益剰余金

当期首残高 1,522 2,835

当期変動額

剰余金の配当 △127 △207

当期純利益 1,439 2,125

土地再評価差額金の取崩 － △227

当期変動額合計 1,312 1,690

当期末残高 2,835 4,525

自己株式

当期首残高 △163 △470

当期変動額

自己株式の取得 △306 △16

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △306 △15

当期末残高 △470 △485

株主資本合計

当期首残高 6,960 7,966

当期変動額

剰余金の配当 △127 △207

当期純利益 1,439 2,125

自己株式の取得 △306 △16

自己株式の処分 0 1

土地再評価差額金の取崩 － △227

当期変動額合計 1,005 1,675

当期末残高 7,966 9,642
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △34 26

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 61 272

当期変動額合計 61 272

当期末残高 26 299

土地再評価差額金

当期首残高 2,033 2,230

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － 227

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 197 －

当期変動額合計 197 227

当期末残高 2,230 2,458

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 1,998 2,257

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － 227

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 258 272

当期変動額合計 258 500

当期末残高 2,257 2,757

新株予約権

当期首残高 5 7

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 1

当期変動額合計 2 1

当期末残高 7 9

少数株主持分

当期首残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

純資産合計

当期首残高 8,964 10,230

当期変動額

剰余金の配当 △127 △207

当期純利益 1,439 2,125

自己株式の取得 △306 △16

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 260 274

当期変動額合計 1,265 2,177

当期末残高 10,230 12,408
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,698 3,602

減価償却費 747 840

減損損失 － 95

社債発行費償却 6 5

のれん償却額 173 173

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22 △2

販売促進引当金の増減額（△は減少） △0 35

退職給付引当金の増減額（△は減少） 105 67

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 38

受取利息及び受取配当金 △28 △25

支払利息 205 179

手形売却損 15 13

固定資産除却損 86 22

その他の投資評価損 8 －

売上債権の増減額（△は増加） △724 △1,223

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,151 52

その他の流動資産の増減額（△は増加） △0 △87

仕入債務の増減額（△は減少） 746 △588

その他の流動負債の増減額（△は減少） 174 109

未払消費税等の増減額（△は減少） △65 144

長期前払費用の増減額（△は増加） △14 3

その他 3 24

小計 3,020 3,480

利息及び配当金の受取額 30 27

利息の支払額 △218 △191

法人税等の支払額 △1,079 △1,402

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,753 1,912

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △80 △149

定期預金の払戻による収入 60 120

固定資産の取得による支出 △693 △1,099

投資有価証券の取得による支出 △4 △369

投資有価証券の売却による収入 198 －

貸付けによる支出 △4 △4

貸付金の回収による収入 3 5

差入保証金の回収による収入 19 5

長期預金の払戻による収入 500 100

長期預金の預入による支出 △200 －

その他の支出 △17 △17

その他 △9 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △227 △1,422
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △452 40

長期借入れによる収入 4,500 3,150

長期借入金の返済による支出 △2,973 △3,156

社債の償還による支出 △470 △370

配当金の支払額 △127 △206

その他 △414 △170

財務活動によるキャッシュ・フロー 63 △713

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,589 △223

現金及び現金同等物の期首残高 5,009 6,598

現金及び現金同等物の期末残高 6,598 6,375
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 (５) 連結財務諸表に関する注記事項 

[継続企業の前提に関する注記] 

該当事項はありません。 

 
 
[連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数    ……3社 

会 社 名      ……日本薬品工業㈱、㈱化合物安全性研究所、シャプロ㈱ 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数……1社 

会 社 名      ……ジャパンソファルシム㈱ 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの ……移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

(2)減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用

しております。 
 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成 24年 4 月 1日以 

降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して 

おります。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成 20 年 3月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取 

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3)繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 
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(4)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

連結会計年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②退職給付引当金 

当社及び連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額

を計上しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処

理しております。 

過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(11年)による定額法により按分した額を発生の連結会計年度より費用処理しております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。 

④返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 

⑤販売促進引当金 

販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基礎にして計

上しております。 

(5)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

③ヘッジ方針 

金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引

は行っておりません。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略してお

ります。 

(6)のれんの償却方法及び償却期間 

5 年間で均等償却しております。 

(7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

(8)消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 
 
[表示方法の変更] 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「自己

株式の取得による支出」は重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示し

ております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行って

おります。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・

フロー」の「自己株式の取得による支出」に表示していた△306 百万円は、「その他」として組み替え

ております。 
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[連結貸借対照表関係] 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１．受 取手形割 引高 906 百万円  688 百万円

  

２．土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、再

評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に基づいて算定してお

ります。なお、減損損失の計上に伴い、土地再評価差額金を△227百万円取崩しております。 

 前連結会計年度 当連結会計年度

再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 平成 12 年 3月 31 日

再評価を行った土地の期末における 
時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△ 1,347 百万円 △ 1,436 百万円

 

上記の時価と再評価
後の帳簿価額との差額
のうち、賃貸等不動産
に関するものについて
は、△224 百万円含ま 
れております。 

上記の時価と再評価
後の帳簿価額との差額
のうち、賃貸等不動産
に関するものについて
は、△225 百万円含ま 
れております。 

 

３．連結会計年度末日満期手形の処理 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結

会計年度末残高から除かれております。 

 前連結会計年度 当連結会計年度

受 取 手 形 58 百万円  66 百万円

支 払 手 形 1,014 百万円  1,014 百万円

割 引 手 形 147 百万円  189 百万円

設備関係支払手形 

(流動負債その他) 
107 百万円  23 百万円

 

４．受取手形及び売掛金 

 前連結会計年度 当連結会計年度
連結貸借対照表に計上した受取手形及び売掛金
のうち、信託受益権等を設定した上で現金化を
留保している金額 

2,453 百万円 2,997 百万円

日本ケミファ㈱（4539）平成25年3月期 決算短信

20



 

 
 

 

[連結損益計算書関係] 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  

   広 告 宣 伝 費 260 百万円  243 百万円

   販 売 促 進 費 3,546 百万円  3,687 百万円

   旅 費及び交 通費 482 百万円  493 百万円

   給 料 3,661 百万円  3,601 百万円

   支 払 手 数 料 761 百万円  875 百万円

   研 究 開 発 費 1,790 百万円  1,936 百万円

  

２．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 1,790 百万円  1,936 百万円

 

３．減損損失 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

当社グループは、事業用資産については各社の事業別に資産のグルーピングを行い、また、遊休 

資産については個別の物件ごとにグルーピングを行っております。 

 研究施設における廃棄予定資産、今後の使用見込みがなくなった厚生施設及び遊休資産について 

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に 95 百万円計上して 

おります。減損損失の内訳は、建物及び構築物 89 百万円、機械装置 4百万円、工具、器具及び備 

品 0百万円、土地 0百万円であります。 

廃棄予定資産及び遊休資産(厚生施設)の回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将 

来キャッシュ・フローが見込めないため零としております。遊休資産(土地)の回収可能価額は不動 

産鑑定評価に基づく正味売却価額により評価しております。 

用途 種類 金額 場所 

廃棄予定資産 
（研究施設） 

建物及び構築物 
機械装置 
工具、器具及び備品 

73 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 
（厚生施設） 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 

21 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 土地 0 百万円 千葉県安房郡 

 

 

 

[連結包括利益計算書関係] 

１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  前連結会計年度  当連結会計年度

その他有価証券評価差額金 

当期発生額 92 百万円 338 百万円

組替調整額 1 百万円 ―

   税効果調整前 94 百万円
△ 32 百万円

338 百万円
△ 66 百万円   税効果額 

   その他有価証券評価差額金 61 百万円 272 百万円

土地再評価差額金 

  当期発生額 ― ―

  組替調整額 ― ―

税効果調整前 ― ―

税効果額 197 百万円 ―

土地再評価差額金 197 百万円 ―

  その他の包括利益合計 258 百万円 272 百万円
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 [連結株主資本等変動計算書関係] 

前連結会計年度(自 平成 23 年 4 月 1日 至 平成 24 年 3 月 31 日) 
 
１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 42,614,205 ― ― 42,614,205 

 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 534,333 1,007,864 200 1,541,997 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 平成 23 年 8 月 24 日の取締役会の決議による自己株式の取得   1,000,000 株 

単元未満株式の買取りによる増加                         5,961 株 

持分法適用関連会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分    1,903 株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少                  200 株 
 

 
３．新株予約権等に関する事項 

会社名 内訳 
 当連結会計年度末残高

(百万円) 

提出会社 

平成 20 年ストック・オプション
としての新株予約権 

5 

平成 23 年ストック・オプション
としての新株予約権 

1 

合計 7 

(注)平成 23 年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
 

 
４．配当に関する事項 
 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金 
の総額 

(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 23 年 6月 29 日 
定時株主総会 

普通株式 127 3.00 平成 23 年 3月 31 日 平成 23 年 6月 30 日

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成 24年 6月 28 日 
定時株主総会 

普通株式 
利益 
剰余金 

207 5.00 
平成 24 年 
3 月 31 日 

平成 24 年 
6 月 29 日 
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当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
 
１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 42,614,205 ― ― 42,614,205 

 
 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,541,997 54,363 2,548 1,593,812 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                   9,800 株 

持分法適用関連会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分    44,563 株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少                 2,548 株 
 
 
３．新株予約権等に関する事項 

会社名 内訳 
 当連結会計年度末残高

(百万円) 

提出会社 

平成 20 年ストック・オプション
としての新株予約権 

5 

平成 23 年ストック・オプション
としての新株予約権 

3 

合計 9 

(注)平成 23 年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
 
 
４．配当に関する事項 
 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金 
の総額 

(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 24 年 6月 28 日 
定時株主総会 

普通株式 207 5.00 平成 24 年 3月 31 日 平成 24 年 6月 29 日

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成 25年 6月 27 日 
定時株主総会予定 

普通株式 
利益 
剰余金 

413 10.00 
平成 25 年 
3 月 31 日 

平成 25 年 
6 月 28 日 

 

 

 

[連結キャッシュ・フロー計算書関係] 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度  当連結会計年度

現 金 及 び 預 金 勘 定 6,677 百万円  6,483 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 79 百万円  △ 108 百万円

現金及び現金同等物 6,598 百万円  6,375 百万円

日本ケミファ㈱（4539）平成25年3月期 決算短信

23



 

 
 

 

① セグメント情報等 

１．セグメント情報 
(1)報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、 
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま 
す。 
 当社は、本社に事業本部を置き、当該事業本部は取り扱う製品について包括的な戦略を立案し、事業 
活動を展開しております。 

   従って、当社は事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「医薬品事業」を報告セグメン 
トとしております。 
なお、「医薬品事業」は医療用医薬品の製造・販売を主に行っております。 

 
 
(2)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」における記載と概ね同一であります。 
 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

   セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場実勢価格に基づいております。 
 
 

(3)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 
 

前連結会計年度(自 平成 23 年 4 月 1日 至 平成 24 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 

調整額 
(注)2 

連結財務諸表

計上額(注)3 医薬品事業 

売 上 高  
外部顧客に対する売上高 27,325 1,188 28,513 ― 28,513
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

21 136 158  △ 158 ―

計 27,347 1,324 28,672  △ 158 28,513

セグメント利益 2,836 87 2,923 ― 2,923

セグメント資産 26,064 2,410 28,474 5,315 33,790

その他の項目 
 減価償却費 
 のれんの償却額 
 持分法適用会社への投資額 
 有形固定資産及び無形固定資産の 
増加額 

685
173
26
754

62
―

     ―
260

747
173
26

1,014

― 
― 
― 
― 

747
173
26

1,014

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、健康・美容関連事業及び安全性試験 
の受託等及び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.セグメント資産の調整額 5,315 百万円には、報告セグメントに配分していない全社資産 5,518 百万円等が含ま
れております。全社資産は、主に当社グループの余資運用資金であります。 

3.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 

調整額 
(注)2 

連結財務諸表

計上額(注)3 医薬品事業 

売 上 高  
外部顧客に対する売上高 30,864 1,079 31,944 ― 31,944
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

18 101 119  △ 119 ―

計 30,883 1,180 32,063  △ 119 31,944

セグメント利益又は損失(△) 3,947 △ 73 3,873 ― 3,873

セグメント資産 28,708 2,240 30,949 4,565 35,515

その他の項目 
 減価償却費 
 のれんの償却額 
 特別損失 
 （減損損失） 
 持分法適用会社への投資額 
 有形固定資産及び無形固定資産の 
増加額 

763
173
111
94
29

1,145

77
―
―
―

     ―
8

840
173
111
94

     29
1,153

― 
― 
0 
0 

     ― 
― 

840
173
112
95

     29
1,153

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事
業及び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.調整額は、以下のとおりであります。 
(1)セグメント資産の調整額 4,565 百万円には、報告セグメントに配分していない全社資産 4,770 百万円等が

含まれております。全社資産は、主に当社グループの余資運用資金であります。 
(2)特別損失及び減損損失の調整額 0 百万円は、報告セグメントに配分していない遊休資産に係るものであり

ます。 
3.セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．関連情報 

前連結会計年度(自 平成 23 年 4 月 1日 至 平成 24 年 3 月 31 日) 

(1)製品及びサービスごとの情報 
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 
 

(2)地域ごとの情報 
①売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を省略しておりま
す。 

②有形固定資産 
    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
 
(3)主要な顧客ごとの情報 

(単位：百万円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱メディセオ 5,765 医薬品事業 

アルフレッサ㈱ 5,532 医薬品事業 

東邦薬品㈱ 3,319 医薬品事業及びその他 
 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

(1)製品及びサービスごとの情報 
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 
 

(2)地域ごとの情報 
①売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を省略しておりま
す。 

②有形固定資産 
    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
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(3)主要な顧客ごとの情報 
(単位：百万円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱メディセオ 6,329 医薬品事業 

アルフレッサ㈱ 6,028 医薬品事業 

東邦薬品㈱ 3,484 医薬品事業及びその他 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度(自 平成 23 年 4 月 1日 至 平成 24 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント 

その他 全社・消去 合計 
医薬品事業 

当期末残高 519 ― ― 519

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、 
記載を省略しております。 

 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント 

その他 全社・消去 合計 
医薬品事業 

当期末残高 345 ― ― 345

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、 
記載を省略しております。 

 

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 
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② リース取引関係 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

前連結会計年度(平成24年3月31日)             (単位：百万円) 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

当期末残高 
相 当 額 

機械装置及び運搬具 45 36 9 

工具、器具及び備品 78 66 12 

その他(ソフトウェア等) 3 3 0 

合 計 128 106 22 

当連結会計年度(平成25年3月31日)             (単位：百万円) 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

当期末残高 
相 当 額 

機械装置及び運搬具 45 37 8 

工具、器具及び備品 10 7 2 

合 計 56 45 10 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 前連結会計年度 当連結会計年度

１ 年 内 18 百万円 8百万円

１ 年 超 4 百万円 2百万円

合 計 22 百万円 10 百万円

(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める 
その割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。 

 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 前連結会計年度 当連結会計年度

支 払 リ ー ス 料 81 百万円 23 百万円

減価償却費相当額 81 百万円 23 百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
 
 
ファイナンス・リース取引 
(借主側) 

(1)リース資産の内容 
・有形固定資産 

主として臨床検査薬事業における分析装置であります。 
 

・無形固定資産 
主として当社の基幹システム及び連結子会社の安全性試験システムであります。 

 
(2)リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 
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③ 関連当事者情報 
前連結会計年度(自 平成 23 年 4 月 1日   至 平成 24 年 3 月 31 日) 

 

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

（所有）
直接 5.0%
（被所有）
直接16.0%

商品及び原
材料仕入先

 
役員の兼任

商 品 及 び
原 材 料 の
購入 

1,480 
支払手形
及び 
買掛金 

623

(注)1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
 

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

― 

原材料 
仕入先 

 
役員の兼任

原 材 料 の
購入 

1,040 
支払手形
及び 
買掛金 

525

(注)1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
 
 
 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日   至 平成 25 年 3 月 31 日) 

 

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

（所有）
直接 5.4%
（被所有）
直接16.8%

商品及び原
材料仕入先

 
役員の兼任

商 品 及 び
原 材 料 の
購入 

1,606 
支払手形
及び 
買掛金 

616

(注)1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
 

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

― 

原材料 
仕入先 

 
役員の兼任

原 材 料 の
購入 

1,052 
支払手形
及び 
買掛金 

360

(注)1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
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④ 税効果会計関係 

当連結会計年度(平成 25 年 3 月 31 日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税 82 百万円 

未払賞与 253 百万円 

たな卸資産評価損 84 百万円 

貸倒引当金 27 百万円 

販売促進引当金 133 百万円 

連結会社内部利益消去 109 百万円 

退職給付引当金 303 百万円 

役員退職慰労引当金 117 百万円 

投資有価証券評価損 69 百万円 

その他 300 百万円 

繰延税金資産小計 1,483 百万円 

評価性引当額 △ 441 百万円 

繰延税金資産合計 1,041 百万円 

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 77 百万円 

土地再評価に係る繰延税金負債 1,391 百万円 

繰延税金負債合計 1,469 百万円 

繰延税金資産(負債(△))の純額 △ 428 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

法定実効税率 38.0％ 

(調整)  

永久に損金に算入されない費用項目 2.3％ 

住民税均等割 1.1％ 

試験研究費の税額控除 △  4.0％ 

評価性引当額の増減 1.7％ 

その他 1.9％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.0％ 
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⑤ 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については、主に

銀行借入や社債発行により調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避する

ために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

して当社グループでは、各社が取引先ごとに期日管理及び残高管理等を把握する体制となっておりま

す。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して当社グループ

では、各社が定期的に時価又は発行体の財務状況等を把握する体制となっております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、そのほとんど

が 1年以内の支払期日であります。 

長期借入金及び社債は、主に長期運転資金に係る資金調達であります。また、変動金利の借入金

は、金利の変動リスクに晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を

図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。 

営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に

に資金繰計画を作成する方法等により管理しております。 

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスクを示すものではありません。 

 

(4)信用リスクの集中 

当期の連結決算日現在における営業債権のうち 53.7％（前期は 49.4％）が特定の大口顧客に対す

るものであります。 

日本ケミファ㈱（4539）平成25年3月期 決算短信

30



 

 
 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注 2)を参照ください。) 

 
前連結会計年度(平成 24年 3月 31日)                     (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計上額(※) 

時価(※) 差 額 

( 1) 現金及び預金 6,677 6,677  － 

( 2) 受取手形及び売掛金 9,067 9,067  － 

( 3) 投資有価証券 866 866  － 

( 4) 長期預金 800 669  △  130 

資産計 17,411 17,280  △  130 

( 5) 支払手形及び買掛金 (  4,981) (  4,981) － 

( 6) 短期借入金 (    540) (    540) － 

( 7) 社債 (  1,105) (  1,113) △    8 

( 8) 長期借入金 (  9,923) (  9,705) 217 

負債計 ( 16,549) ( 16,340) 208 

( 9)デリバティブ取引 － －  － 

(※) 負債に計上されているものについては、（       ）で示している。 

 
当連結会計年度(平成 25年 3月 31日)                     (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計上額(※) 

時価(※) 差 額 

( 1) 現金及び預金 6,483 6,483  － 

( 2) 受取手形及び売掛金 10,291 10,291  － 

( 3) 投資有価証券 1,570 1,570  － 

( 4) 長期預金 700 616  △  83 

資産計 19,045 18,962  △  83 

( 5) 支払手形及び買掛金 (  4,393) (  4,393) － 

( 6) 短期借入金 (    580) (    580) － 

( 7) 社債 (    735) (    743)    8 

( 8) 長期借入金 (  9,916) (  9,980) 63 

負債計 ( 15,624) ( 15,697) 72 

( 9)デリバティブ取引 － －  － 

(※) 負債に計上されているものについては、（       ）で示している。 
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(注 1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価

証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。 

(4)長期預金 

これらは金融機関により評価された価格によっており、差額については、「デリバティブ部

分の時価評価額」のみを表しております。この差額は、満期時において損益に与える影響は軽

微であります。 

(5)支払手形及び買掛金、(6)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(7)社債 

社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。 

(8)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップ

の特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法に

よっております。 

(9)デリバティブ取引 

「デリバティブ取引」注記を参照ください。 
 

(注 2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

(単位：百万円) 

区分 平成 24年 3月 31日 平成 25年 3月 31日 

非上場株式 71 74  

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と 

認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 
 

(注 3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成 24年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区分 1 年以内 1年超 5年以内 5 年 超 10 年 以 内 1 0 年 超 

現金及び預金 6,677 － －  － 

受取手形及び売掛金 9,067 － －  － 

長期預金 － 200 100  500 

合 計 15,745 200 100  500 

当連結会計年度(平成 25年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区分 1 年以内 1年超 5年以内 5 年 超 10 年 以 内 1 0 年 超 

現金及び預金 6,483 － －  － 

受取手形及び売掛金 10,291 － －  － 

長期預金 － 200 －  500 

合 計 16,774 200 －  500 
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(注 4) 社債及び長期借入金の返済予定額 

前連結会計年度(平成 24年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区 分 1 年以内 1年超 2年以内 2年超 3年以内 3年超 4年以内 4年超 5年以内 5 年 超 

社債 370 370 270 95 － －

長期借入金 2,880 2,444 1,652 1,103 1,714 127

合 計 3,250 2,814 1,922 1,198 1,714 127

当連結会計年度(平成 25年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区 分 1 年以内 1年超 2年以内 2年超 3年以内 3年超 4年以内 4年超 5年以内 5 年 超 

社債 370 270 95 － － －

長期借入金 2,944 2,153 1,604 2,215 477 521

合 計 3,314 2,423 1,699 2,215 477 521
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⑥ 有価証券関係 

前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券(平成 24 年 3月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券(平成 24 年 3 月 31 日) 
 (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計 上 額 

取 得 原 価 差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

株 式 384 291 93 

小 計 384 291 93 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

株 式 428 462 △  34 
そ の 他 53 62 △  9 

小 計 481 525 △  43 

合 計 866 816   49 
 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成 23 年 4月 1日   至 平成 24 年 3月 31 日) 
(単位：百万円) 

区 分 売 却 額 
売 却 益 の 
合 計 額 

売 却 損 の 
合 計 額 

株式 198 － 1 

合 計 198 － 1 
 

４．減損処理を行った有価証券(自 平成 23 年 4月 1日   至 平成 24 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 

 

 

当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券(平成 25 年 3月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券(平成 25 年 3 月 31 日) 
 (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計 上 額 

取 得 原 価 差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

株 式 1,431 1,015 416 

小 計 1,431 1,015 416 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

株 式 80 107 △  26 
そ の 他 58 59 △  1 

小 計 139 167 △  27 

合 計 1,570 1,182   388 
 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成 24 年 4月 1日   至 平成 25 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 

 

４．減損処理を行った有価証券(自 平成 24 年 4月 1日   至 平成 25 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 
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⑦ デリバティブ取引関係 
前連結会計年度(平成24年3月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
金利関連                                         (単位：百万円) 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
契約額の 
うち 1年超 

時価 

金利スワップ 
の特例処理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 2,977 1,480 (注）

 
(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて 

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

 

当連結会計年度(平成25年3月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
金利関連                                         (単位：百万円) 

 ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
契約額の 
うち 1年超 

時価 

金利スワップ 
の特例処理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 1,480 388 (注）

 
(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて 

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
 
 
 
 

⑧ 退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び

退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。 

提出会社日本ケミファ㈱については、適格退職年金制度を平成 21 年 10 月 1 日付で確定給付企業年

金制度へ移行しております。 

 

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1) 制度全体の積立状況に関する事項 (平成 23 年 3 月 31 日現在)  (平成 24 年 3 月 31 日現在)

年金資産の額 408,248 百万円  414,218 百万円

年金財政計算上の給付債務の額 454,863 百万円  459,016 百万円

差引額 △ 46,614 百万円  △ 44,797 百万円

  

(2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合 (平成 24 年 3 月 31 日現在)  (平成 25 年 3 月 31 日現在)

 0.9%  0.9%

(3) 補足説明  

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 38,602 百万円（前連結会計

年度は 43,398 百万円）及び不足金 6,195 百万円（前連結会計年度は 3,215 百万円）の合計額であ

ります。なお、上記(2)の割合は当社グループの実績の負担割合とは一致いたしておりません。 
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２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1)退職給付債務 △4,912 百万円  △4,836 百万円

(2)年金資産 3,290 百万円  3,558 百万円

(3)未積立退職給付債務  (1)+(2) △1,622 百万円  △1,278 百万円

(4)未認識数理計算上の差異 1,002 百万円  572 百万円

(5)未認識過去勤務債務(債務の減額) △ 163 百万円  △ 146 百万円

(6)連結貸借対照表計上純額  (3)+(4)+(5) △  783 百万円  △  851 百万円

(7)退職給付引当金  (6) △  783 百万円  △  851 百万円

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1)勤務費用 450 百万円  404 百万円

(2)利息費用 74 百万円  77 百万円

(3)期待運用収益 △   83 百万円  △   81 百万円

(4)数理計算上の差異の費用処理額 152 百万円  134 百万円

(5)過去勤務債務の費用処理額 △   17 百万円  △   17 百万円

(6)退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 576 百万円  516 百万円

(注)1.勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から従業員拠出額を控除した額を含めて計上しております。 

2.簡便法を採用している一部の連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  期間定額基準

(2)割引率 1.60％  1.60％

(3)期待運用収益率 2.50％  2.50％

(4)数理計算上の差異の処理年数 11 年  11 年

(5)過去勤務債務の額の処理年数 11 年  11 年
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⑨ ストック・オプション等関係 

１．費用計上額及び科目名 

(単位：百万円) 
 前連結会計年度 当連結会計年度
販売費及び一般管理費の
株式報酬費用 

2 1 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役     6 名 
当社従業員     8 名 

株式の種類及び付与数 普通株式 41,000 株 

付与日 平成 20 年 8月 4 日 

権利確定条件 
付与日(平成 20 年 8 月 4 日)から権利確定日(平成 23 年 8 月 4 日)
までの継続勤務。ただし、役員が任期満了により退任した場合、
または従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。 

対象勤務期間 平成 20 年 8月 4日～平成 23 年 8月 4日 

権利行使期間 平成 23 年 8月 5日～平成 26 年 8月 4日 
 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成 23 年 6月 29 日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役      6 名 
当社執行役員     5 名 

株式の種類及び付与数 普通株式 72,000 株 

付与日 平成 23 年 8月 2 日 

権利確定条件 
付与日(平成 23 年 8 月 2 日)から権利確定日(平成 26 年 8 月 2 日)
までの継続勤務。ただし、役員が任期満了により退任した場合、
または従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。 

対象勤務期間 平成 23 年 8月 2日～平成 26 年 8月 2日 

権利行使期間 平成 26 年 8月 3日～平成 29 年 8月 2日 
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(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成 25 年 3 月 31 日）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 
 

①ストック・オプションの数 

前連結会計年度(自 平成 23 年 4 月 1日   至 平成 24 年 3 月 31 日) 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 平成 23 年 6月 29 日 

権利確定前 (株) 

期首 38,000 － 

付与 － 72,000 

失効 － － 

権利確定 38,000 － 

未確定残 － 72,000 

権利確定後 (株)   

期首 － － 

権利確定 38,000 － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 38,000 － 
 

当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日   至 平成 25 年 3 月 31 日) 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 平成 23 年 6月 29 日 

権利確定前 (株) 

期首 － 72,000 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 － 72,000 

権利確定後 (株)   

期首 38,000 － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 38,000 － 

 

②単価情報 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 平成 23 年 6月 29 日 

権利行使価額   (円) 516 332 

行使時平均株価 (円) － － 

公正な評価単価 
(付与日)    (円) 146 85 

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
将来の失効数の合理的な見積が困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。 
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⑩ 賃貸等不動産関係 
前連結会計年度(自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日) 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。平成 24 年 3 月期における当

該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 22 百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計

上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 (単位：百万円) 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末 
の時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

741 2 744 552 
 
(注)1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

2.当期連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評 

価書等に基づく金額、その他物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると 

考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。 

 

 

当連結会計年度(自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日) 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。平成 25 年 3 月期における当

該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 25 百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計

上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 (単位：百万円) 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末 
の時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

744 △ 9 735 558 
 
(注)1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

2.当期連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評 

価書等に基づく金額、その他物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると 

考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。 
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⑪ 1 株当たり情報 
 前連結会計年度  当連結会計年度

１株当たり純資産額 248 円 92 銭  302 円 28 銭

１株当たり当期純利益金額 34 円 62 銭  51 円 77 銭

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額 －  51 円 75 銭
 

(注)1 株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 
 

 前連結会計年度  当連結会計年度

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益 1,439 百万円  2,125 百万円

普通株式に帰属しない金額 －  －

普通株式に係る当期純利益 1,439 百万円  2,125 百万円

普通株式の期中平均株式数 41,585 千株  41,055 千株

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額 －  －

 普通株式増加数 －  18,948 株

 （うち新株予約権） －  18,948 株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後 1株当たり当期純利益金額の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要 

 
潜在株式の種類   新株予約権 
 
潜在株式の数         110 個 

 

 

  
新株予約権

 
38 個

 
(注)前連結会計年度の潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在する

ものの希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

 
 
 
 

⑫ 重要な後発事象 
 
当連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
（重要な設備投資） 

当社は平成 25 年 4 月 19 日開催の取締役会において、連結子会社である日本薬品工業株式会社にお 
ける新たな医薬品生産設備に係る設備投資計画を決議いたしました。 
(1)設備投資の目的 

当社グループでの自社生産能力の強化に加え、全面免震構造による災害リスク対応並びに既存 
生産設備の将来の老朽化への対応であります。 

       (2) 設備投資の内容 
茨城県筑西市所在の日本薬品工業株式会社つくば工場において、製造棟(3 号棟)を新たに建設 

するもので、今般の投資予定額は 27 億円であります。 
       (3) 設備投資の取得時期 
          平成 25 年 5 月 着工予定 
     平成 26 年 3 月 竣工予定 
    (4) 設備投資の効果 

今般の設備投資により、当連結会計年度における当社グループの生産能力に比べて 20％程度増 
加する見込みであります。 
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５．個別財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年3月31日)

当事業年度
(平成25年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,598 3,146

受取手形 400 404

売掛金 7,933 9,156

商品及び製品 2,708 2,758

仕掛品 48 41

原材料及び貯蔵品 191 223

前払費用 40 87

未収入金 32 100

繰延税金資産 437 460

その他 46 35

貸倒引当金 － △1

流動資産合計 16,437 16,413

固定資産

有形固定資産

建物 4,672 4,914

減価償却累計額 △3,560 △3,694

建物（純額） 1,111 1,219

構築物 129 128

減価償却累計額 △118 △119

構築物（純額） 10 9

機械及び装置 256 248

減価償却累計額 △235 △233

機械及び装置（純額） 21 15

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 1,031 1,031

減価償却累計額 △922 △888

工具、器具及び備品（純額） 108 142

土地 5,194 5,193

リース資産 257 329

減価償却累計額 △100 △148

リース資産（純額） 156 181

有形固定資産合計 6,603 6,762

無形固定資産

ソフトウエア 4 －

リース資産 41 28

電話加入権 17 17

無形固定資産合計 64 46
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年3月31日)

当事業年度
(平成25年3月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 870 1,566

関係会社株式 4,948 4,948

長期貸付金 0 0

従業員に対する長期貸付金 7 6

関係会社長期貸付金 168 168

破産更生債権等 3 －

長期前払費用 8 8

敷金及び保証金 103 105

繰延税金資産 216 202

長期預金 800 700

その他 294 311

貸倒引当金 △64 △60

投資その他の資産合計 7,356 7,957

固定資産合計 14,024 14,766

繰延資産

社債発行費 14 8

繰延資産合計 14 8

資産合計 30,475 31,188

負債の部

流動負債

支払手形 3,990 3,444

買掛金 1,749 1,583

短期借入金 300 340

1年内償還予定の社債 300 300

1年内返済予定の長期借入金 2,869 2,938

リース債務 71 78

未払金 21 40

未払法人税等 460 484

未払消費税等 52 125

未払費用 1,941 2,008

預り金 62 64

返品調整引当金 3 4

販売促進引当金 305 346

設備関係支払手形 6 50

その他 4 4

流動負債合計 12,137 11,815

固定負債

社債 550 250

長期借入金 6,636 6,571

リース債務 137 141

退職給付引当金 463 537

役員退職慰労引当金 244 279

受入敷金保証金 9 9

再評価に係る繰延税金負債 1,391 1,391

固定負債合計 9,434 9,182

負債合計 21,571 20,998
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年3月31日)

当事業年度
(平成25年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,304 4,304

資本剰余金

その他資本剰余金 1,297 1,297

資本剰余金合計 1,297 1,297

利益剰余金

利益準備金 54 75

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,397 2,169

利益剰余金合計 1,452 2,244

自己株式 △408 △412

株主資本合計 6,645 7,434

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 20 287

土地再評価差額金 2,230 2,458

評価・換算差額等合計 2,250 2,746

新株予約権 7 9

純資産合計 8,904 10,189

負債純資産合計 30,475 31,188
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（２）損益計算書
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当事業年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

売上高

製品売上高 8,407 9,580

商品売上高 17,642 18,354

不動産賃貸収入 47 48

ロイヤリティー収入 5 2

売上高合計 26,102 27,986

売上原価

製品期首たな卸高 356 719

商品期首たな卸高 1,653 1,989

当期製品製造原価 3,060 3,442

当期商品仕入高 10,346 10,302

合計 15,416 16,452

他勘定振替高 72 72

製品期末たな卸高 719 863

商品期末たな卸高 1,989 1,894

たな卸資産廃棄損 56 72

不動産賃貸費用 26 27

特許権使用料 88 97

売上原価合計 12,807 13,820

売上総利益 13,295 14,165

返品調整引当金繰入額 － 1

返品調整引当金戻入額 0 －

差引売上総利益 13,295 14,164

販売費及び一般管理費

販売促進費 3,510 3,646

広告宣伝費 246 227

役員報酬 125 146

給料及び手当 3,736 3,762

役員退職慰労引当金繰入額 20 59

旅費及び交通費 467 480

事業所税 5 5

減価償却費 153 197

研究開発費 1,680 1,783

支払手数料 789 836

その他 876 886

販売費及び一般管理費合計 11,611 12,032

営業利益 1,684 2,132
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当事業年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

営業外収益

受取利息 5 3

受取配当金 27 25

固定資産賃貸料 105 106

補助金収入 34 17

保険配当金 12 11

その他 15 17

営業外収益合計 201 182

営業外費用

支払利息 187 163

手形売却損 11 10

支払手数料 26 50

その他 49 36

営業外費用合計 275 260

経常利益 1,609 2,054

特別損失

減損損失 － 95

固定資産除却損 26 －

関係会社株式評価損 11 －

その他の投資評価損 8 －

貸倒引当金繰入額 22 －

特別損失合計 68 95

税引前当期純利益 1,541 1,959

法人税、住民税及び事業税 697 804

法人税等調整額 35 △72

法人税等合計 732 732

当期純利益 809 1,227
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（３）株主資本等変動計算書
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当事業年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,304 4,304

当期末残高 4,304 4,304

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,297 －

当期変動額

準備金から剰余金への振替 △1,297 －

当期変動額合計 △1,297 －

当期末残高 － －

その他資本剰余金

当期首残高 － 1,297

当期変動額

自己株式の処分 △0 0

準備金から剰余金への振替 1,297 －

当期変動額合計 1,297 0

当期末残高 1,297 1,297

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 42 54

当期変動額

剰余金の配当 12 20

当期変動額合計 12 20

当期末残高 54 75

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 728 1,397

当期変動額

剰余金の配当 △139 △227

当期純利益 809 1,227

土地再評価差額金の取崩 － △227

当期変動額合計 669 771

当期末残高 1,397 2,169

自己株式

当期首残高 △101 △408

当期変動額

自己株式の取得 △306 △4

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △306 △4

当期末残高 △408 △412

株主資本合計

当期首残高 6,270 6,645

当期変動額

剰余金の配当 △127 △207

当期純利益 809 1,227

自己株式の取得 △306 △4

自己株式の処分 0 1

土地再評価差額金の取崩 － △227

当期変動額合計 375 788

当期末残高 6,645 7,434
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年4月 1日
至 平成24年3月31日)

当事業年度
(自 平成24年4月 1日
至 平成25年3月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △36 20

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 56 267

当期変動額合計 56 267

当期末残高 20 287

土地再評価差額金

当期首残高 2,033 2,230

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － 227

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 197 －

当期変動額合計 197 227

当期末残高 2,230 2,458

評価・換算差額等合計

当期首残高 1,996 2,250

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 － 227

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 254 267

当期変動額合計 254 495

当期末残高 2,250 2,746

新株予約権

当期首残高 5 7

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 1

当期変動額合計 2 1

当期末残高 7 9

純資産合計

当期首残高 8,272 8,904

当期変動額

剰余金の配当 △127 △207

当期純利益 809 1,227

自己株式の取得 △306 △4

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 256 269

当期変動額合計 631 1,285

当期末残高 8,904 10,189
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(４) 個別財務諸表に関する注記事項 
[継続企業の前提に関する注記] 

該当事項はありません。 

 
[重要な会計方針] 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用

しております。 
 

 (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成 24 年 4月 1日以降に取得した有形固定 

資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成 20 年 3月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 
 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

事業年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(11年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11 年)による定額法により按分した額を発生の事業年度より費用処理しております。 

(3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。 

 

日本ケミファ㈱（4539）平成25年3月期 決算短信

48



 

 
 

 

(4)返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 

(5)販売促進引当金 

販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基礎にして計上

しております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は

行っておりません。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

 

６．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。  
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[貸借対照表関係] 

 U前事業年度  U当事業年度

１．受 取 手 形 割 引 高 906 百万円  688 百万円

  

２．会社が発行する株式 普通株式 154,000,000 株 普通株式 154,000,000株

    発 行 済 株 式 総 数 普通株式 42,614,205 株 普通株式 42,614,205 株

    自 己 株 式 数 普通株式 1,212,844 株 普通株式 1,220,096 株

  

３．関係会社に対する負債  

      支 払 手 形 2,060 百万円  1,673 百万円

      買 掛 金 644 百万円  565 百万円

  

４．土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、再

評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条第 4 号に基づいて算定

しております。なお、減損損失の計上に伴い、土地再評価差額金を△227 百万円取崩しております。 

 U前事業年度 U当事業年度

再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 平成 12 年 3月 31 日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,347 百万円 △1,436 百万円

 

上記の時価と再評価

後の帳簿価額との差額

    のうち、賃貸等不動産

   に関するものについて

     は、△224 百万円含ま

れております。 

上記の時価と再評価

   後の帳簿価額との差額

   のうち、賃貸等不動産

  に関するものについて

は、△225 百万円含ま

れております。 

 

５．事業年度末日満期手形の処理 

  事業年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残

高から除かれております。 

 U前事業年度

5百万円

1,249 百万円

147 百万円

49 百万円 

U当事業年度

受 取 手 形 9 百万円

支 払 手 形 1,028 百万円

割 引 手 形 189 百万円

設備関係支払手形 5 百万円

 

６．売掛金 

 U前事業年度 U当事業年度
貸借対照表に計上した売掛金のうち、
信託受益権等を設定した上で現金化
を留保している金額 

2,453 百万円 2,997 百万円
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[損益計算書関係] 

１．減損損失 

当事業年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

当社は、事業用資産については事業別に資産のグルーピングを行い、また、遊休資産については個 

別の物件ごとにグルーピングを行っております。 

   研究施設における廃棄予定資産、今後の使用見込みがなくなった厚生施設及び遊休資産について帳 

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に 95 百万円計上しておりま 

す。減損損失の内訳は、建物 89 百万円、構築物 0百万円、機械装置 4百万円、工具、器具及び備品 

0 百万円、土地 0百万円であります。 

 廃棄予定資産及び遊休資産(厚生施設)の回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来 

キャッシュ・フローが見込めないため零としております。遊休資産(土地)の回収可能価額は不動産鑑 

定評価に基づく正味売却価額により評価しております 

用途 種類 金額 場所 

廃棄予定資産 
（研究施設） 

建物 
構築物 
機械装置 
工具、器具及び備品 

73 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 
（厚生施設） 

建物 
構築物 
工具、器具及び備品 

21 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 土地 0 百万円 千葉県安房郡 

 

 

 

[株主資本等変動計算書関係] 

前事業年度(自 平成 23 年 4 月 1日 至 平成 24 年 3 月 31 日) 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 207,083 1,005,961 200 1,212,844 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

平成 23 年 8月 24 日の取締役会の決議による自己株式の取得  1,000,000 株 

単元未満株式の買取りによる増加                      5,961 株 
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少                      200 株 

 

 

当事業年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 1,212,844 9,800 2,548 1,220,096 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加              9,800 株 
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少            2,548 株 
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[リース取引関係] 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

前事業年度(平成24年3月31日)               (単位：百万円) 

 
取 得 価 額  
相 当 額  

減価償却累計額 
相 当 額 

当期末残高  
相 当 額  

工具、器具及び備品 78 66 12 

その他(ソフトウェア等) 3 3 0 

合 計 82 69 13 

当事業年度(平成25年3月31日)               (単位：百万円) 

 
取 得 価 額  
相 当 額  

減価償却累計額 
相 当 額 

当期末残高  
相 当 額  

工具、器具及び備品 10 7 2 

合 計 10 7 2 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 
U前事業年度 U当事業年度

１ 年 内 10 百万円 1百万円

１ 年 超 2 百万円 0百万円

合 計 13 百万円 2百万円

(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める 
その割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。 

 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 
U前事業年度 U当事業年度

支 払 リ ー ス 料 66 百万円 10 百万円

減価償却費相当額 66 百万円 10 百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
 
 
ファイナンス・リース取引 
(借主側) 

(1)リース資産の内容 
・有形固定資産 

主として臨床検査薬事業における分析装置であります。 
 

・無形固定資産 
主として基幹システムであります。 

 

(2)リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 
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[有価証券関係] 

前事業年度(平成 24 年 3月 31 日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 
 

(単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

(1)子会社株式 4,948 

(2)関連会社 0 

合 計 4,948 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが 

極めて困難と認められるものであります 

 

 

 

当事業年度(平成 25 年 3月 31 日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 
 

(単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

(1)子会社株式 4,948 

(2)関連会社 0 

合 計 4,948 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが 

極めて困難と認められるものであります。 
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[税効果会計関係] 

 

当事業年度(平成 25 年 3月 31 日) 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税 44 百万円 

未払賞与 193 百万円 

たな卸資産評価損 46 百万円 

貸倒引当金 21 百万円 

販売促進引当金 131 百万円 

退職給付引当金 191 百万円 

役員退職慰労引当金 100 百万円 

減損損失 33 百万円 

投資有価証券評価損 69 百万円 

その他 151 百万円 

繰延税金資産小計 985 百万円 

評価性引当額 △ 252 百万円 

繰延税金資産合計 732 百万円 

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 69 百万円 

土地再評価に係る繰延税金負債 1,391 百万円 

繰延税金負債合計 1,461 百万円 

繰延税金資産(負債(△))の純額 △ 728 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5以下 

であるため注記を省略しております。 
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[1 株当たり情報] 

 

 U前事業年度  U当事業年度

１株当たり純資産額 214 円 89 銭  245 円 94 銭

１株当たり当期純利益金額 19 円 31 銭  29 円 64 銭

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額 －  29 円 63 銭
 

(注) 1 株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の 

とおりであります。 

 U前事業年度  U当事業年度

1株当たり当期純利益金額  

当期純利益 809 百万円  1,227 百万円

普通株式に帰属しない金額 －  －

普通株式に係る当期純利益 809 百万円  1,227 百万円

普通株式の期中平均株式数 41,913 千株  41,398 千株

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 －  －

普通株式増加数 －  18,948 株

（うち新株予約権） －  18,948 株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
1 株当たり当期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

潜在株式の種類   新株予約権 
 
潜在株式の数         110 個 

 

  
新株予約権

 
38 個

 
(注) 前事業年度の潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの希薄

化効果を有しないため記載しておりません。 

 
[重要な後発事象] 
 
該当事項はありません。
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U６．役員の異動 

(１) 代表者の異動 

    該当事項はありません。 

 

(２) その他の役員の異動（平成 25年 6 月 27 日付予定） 

１．退任予定取締役 

取締役      矢 田 弘 道  （取締役退任後、非常勤顧問に就任予定） 

日本ケミファ㈱（4539）平成25年3月期 決算短信

56


	平成25年3月期決算短信(サマリー).pdf
	添付資料①(25.3)
	連財諸(25.3)
	添付資料②(25.3)
	個財諸(25.3)
	添付資料③(25.3)



